
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇

編 集・印 刷
独立行政法人国立印刷局

目

次

平成年月日 木曜日 第号官 報

〔
省

令
〕

〇
著
作
権
等
管
理
事
業
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
（
文
部
科
学
三
二
）

〔
告

示
〕

〇
県
の
境
界
に
わ
た
る
市
の
境
界
変
更
の
件

（
総
務
二
六
九
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
四
一
〇
）

〇
パ
リ
協
定
へ
の
締
約
国
の
追
加
に
関
す
る

件
（
外
務
三
〇
六
）

〇
千
九
百
九
十
五
年
の
穀
物
貿
易
規
約
の
有

効
期
間
の
延
長
に
関
す
る
件（
同
三
〇
七
）

〇
円
借
款
の
供
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と

カ
ン
ボ
ジ
ア
王
国
政
府
と
の
間
の
書
簡
の

交
換
に
関
す
る
件
（
同
三
〇
八
）

〇
カ
ル
デ
サ
ッ
ク
流
域
橋
梁
架
け
替
え
計
画

の
た
め
の
贈
与
に
関
す
る
日
本
国
政
府
と

セ
ン
ト
ル
シ
ア
政
府
と
の
間
の
書
簡
の
交

換
に
関
す
る
件
（
同
三
〇
九
）

〇
第
二
次
バ
ル
カ
県
送
配
水
網
改
修
・
拡
張

計
画
の
た
め
の
贈
与
に
関
す
る
日
本
国
政

府
と
ヨ
ル
ダ
ン
・
ハ
シ
ェ
ミ
ッ
ト
王
国
政

府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

（
同
三
一
〇
）

〇
人
材
育
成
奨
学
計
画
の
た
め
の
贈
与
に
関

す
る
日
本
国
政
府
と
キ
ル
ギ
ス
共
和
国
政

府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

（
同
三
一
一
）

〇
関
税
暫
定
措
置
法
別
表
第
一
の
六
に
掲
げ

る
物
品
の
平
成
二
十
九
年
度
の
初
日
か
ら

平
成
二
十
九
年
七
月
三
十
一
日
ま
で
の
輸

入
数
量
を
告
示
す
る
件
（
財
務
二
三
九
）

〇
平
成
二
十
九
年
度
の
初
日
か
ら
平
成
二
十

九
年
七
月
三
十
一
日
ま
で
の
生
鮮
等
牛
肉

及
び
冷
凍
牛
肉
の
各
輸
入
数
量
及
び
各
協

定
対
象
外
輸
入
数
量
を
告
示
す
る
件

（
同
二
四
〇
）

〇
平
成
二
十
九
年
度
の
初
日
か
ら
平
成
二
十

九
年
七
月
三
十
一
日
ま
で
の
豚
肉
等
並
び

に
生
き
て
い
る
豚
及
び
豚
肉
等
の
各
輸
入

数
量
を
告
示
す
る
件
（
同
二
四
一
）

〇
平
成
二
十
九
年
度
の
初
日
か
ら
平
成
二
十

九
年
七
月
三
十
一
日
ま
で
の
生
鮮
等
牛
肉

（
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
原
産
品
に
限
る
。）

及
び
冷
凍
牛
肉
（
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
原
産

品
に
限
る
。）
の
各
輸
入
数
量
を
告
示
す

る
件
（
同
二
四
二
）

〇
平
成
二
十
一
年
財
務
省
告
示
第
百
五
十
三

号
の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
二
四
三
）

〇
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
法
第
十
七

条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
危
機
対
応

業
務
を
行
う
営
業
所
又
は
事
務
所
の
所
在

地
を
変
更
す
る
件

（
財
務
・
農
林
水
産
・
経
済
産
業
九
）

〇
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
施
行
令
第
六
条

に
お
い
て
準
用
す
る
国
家
公
務
員
共
済
組

合
法
施
行
令
第
十
一
条
の
三
の
四
第
七
項

の
規
定
に
基
づ
き
文
部
科
学
大
臣
が
定
め

る
医
療
に
関
す
る
給
付
を
定
め
る
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件
（
文
部
科
学
一
〇
六
）

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他

〇
農
林
物
資
の
規
格
化
等
に
関
す
る
法
律
の

規
定
に
基
づ
き
、
登
録
認
定
機
関
の
登
録

事
項
の
変
更
届
出
が
あ
っ
た
件

（
農
林
水
産
一
三
六
五
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
同
一
三
六
六
〜
一
三
六
八
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
一
三
六
九
、
一
三
七
〇
）

〇
船
舶
安
全
法
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し

た
件
（
国
土
交
通
八
一
一
）

〇
海
上
に
お
け
る
射
撃
訓
練
を
実
施
す
る
件

（
防
衛
一
六
八
〜
一
七
五
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

人
事
院
規
則
八

一
八
（
採
用
試
験
）
第
六

条
第
二
項
第
一
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
平
成

二
十
三
年
人
事
院
公
示
第
一
六
号
の
一
部
改

正
に
関
し
、
決
定
し
た
件

（
人
事
院
公
示
一
五
）

労

働

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
大
阪
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
一
、
香
川
同

一
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
司
法
書
士
懲
戒
処
分
、公
示
送
達
、

建
設
業
の
許
可
の
取
消
処
分
、
基
本
測
量

関
係
事
項
、
宅
地
建
物
取
引
業
大
臣
免
許

の
取
消
処
分
関
係
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